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  高速道路の料金体系に関する研究はされているものの，経済効果の分析では有料道路の支払いに対す

る抵抗は表現できていない．そこで，本研究では，高速道路料金の支払いを明示的に考慮し，料金抵抗を

踏まえた SCGE 分析を行う．中部横断自動車道は，新直轄方式による一部無料区間が設けられている道路

である．この料金無料化による効果を南部区間と北部区間でそれぞれ計測し，料金無料化の影響を明らか

にする．さらに，中部横断自動車道の開通による立地変化を考慮するため，SCGE モデルに生産要素の地

域間移動を組み込む．これは，家計の居住地選択を内生化することにより実施する．  

 

 Key Words: Toll-free expressway, SCGE Model, benefit evaluation residential choice behavior 

 

 

 

1. はじめに 

 

中部横断自動車道は，長野県の佐久小諸 JCTから山

梨県の長坂 JCT，中央自動車道を経て双葉 JCTから静

岡県の新清水 JCT間を結ぶ全長約132kmの高速道路で

ある．中部横断自動車道が開通すれば，上信越自動

車道，中央自動車道，新東名高速道路までが縦に結

ばれることになる．2021 年 8 月 29 日に，山梨県の下

部温泉早川 IC－南部 IC 間が開通し，山梨県－静岡県

は全線が開通した．一方．山梨県と長野県を結ぶ北

部区間の長坂JCT－八千穂高原IC間は未だ開通してい

ない． 

中部横断自動車道の開通に伴う効果は，時間短縮

によるものが大きいものの，中部横断自動車道の南

部区間の一部は新直轄方式により建設され，その結

果，南部区間のうち六郷 IC－富沢 IC 間は高速道路料

金が無料になっている．また，北部区間の佐久小諸

JCT－長坂 JCT 間も新直轄方式による建設が計画され

ている．この中部横断自動車道の一部無料区間を有

する高速道路の効果は大きいとされている．しかし，

この点については，十分な検証がなされていない．

また，経済効果の分析では，一般道や高速道路等の

全道路において，料金を課さないで計測されること

が多く，高速道路の料金体系に関する研究はされて

いるものの，料金の影響を考慮した経済効果分析の

研究は少ない． 

本研究では，高速道路料金の支払いを明示的に考

慮し，料金抵抗を踏まえた経済効果分析を行う．そ

して，大規模交通整備の経済波及効果の計測を行え

る空間的応用一般均衡（SCGE）モデルを用いて，中

部横断自動車道の南部区間と北部区間のそれぞれに

おいて経済効果計測を行う．さらに，中部横断自動

車道の開通による立地変化を考慮するため，SCGE モ

デルに生産要素の地域間移動を組み込む．具体的に

は，家計の居住地選択を内生化することにより実施

する． 

本稿では第 2 章において既往研究を整理し，本研究

の位置づけを述べる．第 3章では，料金抵抗を考慮し

た一般化所要時間の概要についてまとめる．第 4章で

は，本研究の SCGEモデルの概要について述べ，新た
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に構築した居住地選択行動の概要も述べる．第 5章で

は，SCGE モデルによる中部横断自動車道の整備と料

金無料化の評価結果を示す．第 6章では，結論および

今後の課題について述べる．  

 

 

2. 既往研究の整理 

 

(1) 高速道路料金の考慮 

阿部らは高速道路整備がもたらす多様なインパク

トのうち，地域間貨物流動に対する利便性の改善効

果を取り上げたもので，所要時間短縮と貨物流動の

利便性改善との関係を消費者余剰の概念に基づく指

標で分析している 1)．所要時間の短縮には，各リンク

の都道府県間所要時間が用いられ，ノード間の最短

所要時間で計測が行われている．そこで，阿部らの

研究ではフェリーの運賃や高速道路通行料を考慮し

た所要時間の算出している． 

 

𝑙𝑖𝑗 = 𝐷𝑖𝑗 +
𝐻𝐶𝑖𝑗

𝜔
(1) 

 

ただし，𝑙𝑖𝑗は高速道路料金を含む所要時間，𝐷𝑖𝑗は所

要時間，𝐻𝐶𝑖𝑗は普通貨物車の高速道路料金(フェリー

運賃)，𝜔は普通貨物車の時間価値としている．本研

究では，高速道路料金を時間に換算した一般化所要

時間として計測を行う．なお．時間価値を貨物と乗

用車(旅客)に分けて計測を行う． 

 

(2) 居住地選択の考慮 

本研究の SCGEモデルは，CES型関数で定義されて

いる．CES型関数による制約条件のもと，支出最小化

問題を解くことで，最適解が得られる．従来，土地

利用モデルや応用都市経済（CUE）モデルでの立地選

択行動には，ロジットモデルが用いられてきた．し

かし，SCGE モデルでもロジットモデルを用いる場合，

CES型関数モデルと不整合になるとの問題がある．例

えば，1)支出関数により等価変分や補償変分が定義で

きる等の経済理論との整合性を保ちながら比較的容

易に便益計測が出来なくなること，2)基準データセッ

トを用いたキャリブレーションが出来なくなること，

3)応用一般均衡モデルの開発に用いられる既存の数値

計算プログラムを活用することが出来なくなること

等が挙げられる．そこで，奥田の研究では，消費行

動と消費地選択行動を同時に表現したCES型土地利用

モデルが開発された．この考え方を用いて，本研究

では，居住地選択行動の構築を検討した 2)． 

 奥田の先行研究を踏まえて，武藤らは立地への影

響を考慮した一般均衡型CUEモデルを開発した 3)．従

来の CUE モデルでは，土地市場のみを考慮したもの

であったり，ロジット型モデルによる目的地選択や

交通機関選択が用いられているものの，財消費行動

にはCES型関数等のモデルが用いられていたりした．

そこで，CUE モデルを一般均衡化にすることで，前

者では財・サービスおよび生産要素(労働や資本)の各

市場が考慮されるようになり，企業生産や家計所得

の拡大効果等の間接効果が評価されるようになった．

後者では，奥田が開発したCES型の土地利用モデルを

参考に，立地選択や交通行動での選択モデルを CES型

として定式化できることを明らかにした．しかし，

一般均衡型 CUE モデルでは，地域内の詳細ゾーンの

みを対象にしている．そこで，本研究では地域間の

評価を行う SCGEモデル分析に，居住地選択行動を導

入し定式化を行うことを検討した． 

 

 

3. 料金抵抗を考慮した一般化所要時間の計測 

 

まず，料金抵抗の考慮方法を説明する．阿部らの

用いている高速道路料金を考慮した所要時間である

一般化所要時間をここでも用いる．それは以下の式

で表される． 

まず，ゾーン間距離を求める．これは，GIS により

道路ネットワークを作成し求めた．さらに，そのリ

ンク距離を，リンクごとに設定した速度で除して所

要時間を求める．それらより，一般化所要時間が以

下のように求まる． 

 

𝑡̃𝑖𝑗
𝑠 = 𝑡𝑖𝑗 +

𝑝𝑇𝑙𝑖𝑗
𝑇

𝑤𝑠
(2) 

 

ここで，𝑡̃𝑖𝑗
𝑠 は車種s別のゾーン間一般化所要時間，

𝑡𝑖𝑗はゾーン間所要時間，𝑝𝑇は単位距離あたり高速道

路料金，𝑙𝑖𝑗
𝑇は高速道路のゾーン間距離，𝑤𝑠は車種s別

の時間価値，Tは高速道路を表す添え字である． 

この中の単位距離あたり高速道路料金𝑝𝑇は，以下

の式で求めた．高速道路料金は，ターミナルチャー

ジと呼ばれる，利用距離とは関係なく課せられる料

金(一律 150 円/回)と利用距離に応じた料金からなる．

本来ならば，ターミナルチャージ zは距離に応じず利

用料金に足されるものだが，本研究では利用者の平

均高速道路利用距離を 100ｋｍと仮定して，ターミナ

ルチャージ 150 円を 100ｋｍで除して，計算を行った． 

 

𝑝𝑇 = (
𝑧

100
+ 𝑞𝑇) × 1.1 (3) 
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zはターミナルチャージ(一回当たりの利用料金(150円

/回))，𝑞𝑇は高速道路の利用距離に応じた料金(24.6 円

/㎞)，1.1 は消費税である．車種ｓ別の時間価値は，

それぞれ旅客と貨物の時間価値を用いて計算してい

る．以上より，高速道路の料金抵抗を加味した一般

化所要時間を定義した．これらを用いて，所要時間

と一般化所要時間の二つの結果を示していく． 

 

 

4. SCGEモデルの概要 

 

本研究で用いる SCGEモデルは，武藤らによって開

発された交通生産内生型 SCGE モデルを参考にした 5)．

交通整備による交通所要時間短縮が，運輸企業の生

産性を向上させ，それが運輸価格の低下を通じて利

用者にもたらす効果が計測できる．交通整備による

所要時間短縮が企業生産や家計消費に及ぼす影響，

さらにそれが人の動き(人流)を介して市町村間へ波及

的にもたらされる効果も計測できる． 

SCGE モデルは，複数の地域から構成される社会経

済を対象とする．各地域には代表家計，ｍ財を生産

するｍ企業，財や人を輸送する運輸企業が存在する．

代表家計とは，その地域全体の家計消費を決定する

仮想主体のことである．家計は，生産要素である労

働と資本を企業に提供することで所得を得て，財・

サービスを生産する．企業は生産要素(労働・資本)，

中間財を投入して財・サービスを生産する．図に企

業の生産行動モデルのツリーを，図に家計の消費行

動モデルのツリーを示す．運輸企業の生産行動モデ

ルツリーは図に示した企業と基本的に同様の生産行

動モデルとなる． 

 

(1) 企業の生産行動モデル 

地域 j で，ｍ財を生産する企業の生産行動モデルは

図で示したとおりである．ｍ企業は，まず合成中間

財と不動産サービスと合成生産要素を投入してｍ財

を生産する．このうち合成中間財に対しては，どの

地域からｍ財を投入しているのかを決定する．合成

中間財には合成旅客交通サービスが含まれており，

この合成中間財ｍに対しての合成中間財ｎと合成旅

客交通サービスの投入量を決定する．合成中間財 nに

対しては，地域 i の中間財 n と ij 間の合成貨物交通

サービスの投入量を決定する．合成貨物交通サービ

スは，それぞれ鉄道貨物，道路貨物，自家貨物，水

運に分けられ，それぞれの投入量を決定する．一方，

合成旅客交通サービスに対しては，鉄道旅客，道路

旅客，自家旅客，航空に分けられ，それぞれの投入

量を決定する．不動産サービスでは，地域間での投

入はないとしているため，地域ごとで投入量は決定

する．合成生産要素に対しては，労働や資本の投入

量を決定する．さらに，労働と資本は，どの地域か

ら投入しているかを決定する．以上の各段階の行動

は，生産関数を Barro型 CES関数で特定化し，それを

一定の生産基準に保つことを制約条件とした費用最

小化問題により定式化される． 

合成中間財と不動産サービスと合成生産要素の投

入に係る費用最小化問題は以下のようになる． 

 

 𝑝𝑚
𝑗
𝑦𝑚

𝑗
= 𝑚𝑖𝑛

𝑧𝑚
𝑗

,𝑥𝑅𝐸𝑚

𝑗
,𝑐𝑓𝑚

𝑗
[
𝑞𝑧𝑚

𝑗
𝑧𝑚

𝑗
+ 𝑞𝑅𝐸𝑚

𝑗
𝑥𝑅𝐸𝑚

𝑗

+(1 + 𝜏)𝑝𝑓𝑚
𝑗
𝑐𝑓𝑚

𝑗
]   (4)

 

 𝑠. 𝑡.  𝑦𝑚
𝑗

= 𝛾𝑚
𝑗

[
 
 
 
 
 
 
 

𝛼𝑧𝑚
𝑗

{𝛽𝑧𝑚
𝑗

𝑧𝑚
𝑗
}

𝜎𝑚
𝑗

−1

𝜎𝑚
𝑗

+𝛼𝑅𝐸𝑚

𝑗
{𝛽𝑅𝐸𝑚

𝑗
𝑥𝑅𝐸𝑚

𝑗
}

𝜎𝑚
𝑗

−1

𝜎𝑚
𝑗

+𝛼𝑚
𝑗
{𝛽𝑚

𝑗
𝑐𝑓𝑚

𝑗
}

𝜎𝑚
𝑗

−1

𝜎𝑚
𝑗

]
 
 
 
 
 
 
 

𝜎𝑚
𝑗

𝜎𝑚
𝑗

−1

(5)

 

 

𝑦𝑚
𝑗 ，𝑝𝑚

𝑗
は地域 j での財ｍの生産量と価格，𝑧𝑚

𝑗 ，𝑞𝑧𝑚
𝑗

は総合成中間財投入量とその価格(不動産は除く)， 

𝑥𝑅𝐸𝑚
𝑗 ，𝑞𝑅𝐸𝑚

𝑗
は不動産サービス投入量とその価格，

𝑐𝑓𝑚
𝑗，𝑝𝑓𝑚

𝑗
は合成生産要素投入量とその価格，𝜏𝑚

𝑗
は純

間接税率(間接税率-補助率)である．ラグランジュ未

定乗数法により式(4)と式(5)を解くと，以下の需要関

数が求められる． 

 

𝑧𝑚
𝑗

=
1

𝛾𝑚
𝑗
(𝛽𝑧𝑚

𝑗
)
1−𝜎𝑚

𝑗 (
𝛼𝑧𝑚

𝑗

𝑞𝑧𝑚
𝑗

)

𝜎𝑚
𝑗

𝛹𝑚
𝑗

𝜎𝑚
𝑗

1−𝜎𝑚
𝑗

𝑦𝑚
𝑗 (6)

 

 

 

図-1 企業の生産行動モデルツリー 
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𝑥𝑅𝐸𝑚

𝑗
=

1

𝛾𝑚
𝑗
(𝛽𝑅𝐸𝑚

𝑗
)
1−𝜎𝑚

𝑗 (
𝛼𝑅𝐸𝑚

𝑗

𝑞𝑅𝐸𝑚

𝑗
)

𝜎𝑚
𝑗

𝛹𝑚
𝑗

𝜎𝑚
𝑗

1−𝜎𝑚
𝑗

𝑦𝑚
𝑗  (7)

 

𝑐𝑓𝑚
𝑗

=
1

𝛾𝑚
𝑗
(𝛽𝑚

𝑗
)
1−𝜎𝑚

𝑗 (
𝛼𝑚

𝑗

(1 + 𝜏𝑚
𝑗
)𝑝𝑓𝑚

𝑗
)

𝜎𝑚
𝑗

𝛹𝑚
𝑗

𝜎𝑚
𝑗

1−𝜎𝑚
𝑗

𝑦𝑚
𝑗 (8)

 

 

ただし， 

𝛹𝑚
𝑗

= (𝛼𝑧𝑚
𝑗

)
𝜎𝑚

𝑗

(
𝑞𝑧𝑚

𝑗

𝛽𝑧𝑚
𝑗

)

1−𝜎𝑚
𝑗

 

  + (𝛼𝑅𝐸𝑚

𝑗
)
𝜎𝑚

𝑗

(
𝑞𝑅𝐸𝑚

𝑗

𝛽𝑅𝐸𝑚

𝑗
)

1−𝜎𝑚
𝑗

 

     + (𝛼𝑧𝑚
𝑗

)
𝜎𝑚

𝑗

(
(1 + 𝜏𝑚

𝑗
)𝑝𝑓𝑚

𝑗

𝛽𝑚
𝑗

)

1−𝜎𝑚
𝑗

 

 

式(7)～式(9)を式(5)の目的関数に代入すると，ｍ財価

格が求められる． 
 

𝑝𝑚
𝑗

=
1

𝛾𝑚
𝑗
𝛹𝑚

𝑗

1

1−𝜎𝑚
𝑗

(9) 

 

これ以降の定式化も行ったが，ここでは割愛する．

これ以降の定式化は，各段階の費用最小化問題，需

要関数，価格式を示している． 

 

(2) 家計の居住地選択行動モデル 

ここでは，家計が居住地 j を選択する居住地選択行

動モデルを考える．この居住地選択行動は．日本全

体で家計が獲得する効用水準𝑣𝐻を，居住地 j で獲得

(消費)する効用水準𝑣𝐻
𝑗
に配分する問題としてモデル化

する．これは，家計が各財の消費量を決定する際に，

効用水準(所得)を個別財や余暇などの各消費量に配分

する問題と同様に考えたものである．その具体的な

定式化は次に示す． 

 

 𝑒𝐻 = 𝑚𝑖𝑛
𝑢𝐻

𝑖
[∑𝑝𝑉

𝑗
𝑢𝐻

𝑗

𝑗

]     (10)
 

𝑠. 𝑡. 𝑢𝐻 = 𝛾𝐿𝐻 [∑𝛼𝐿𝐻
𝑗

{𝛽𝐿𝐻
𝑗

𝑢𝐻
𝑗
}
𝜎𝐿𝐻−1
𝜎𝐿𝐻

𝑗

]

𝜎𝐿𝐻
𝜎𝐿𝐻−1

(11)
 

(= 𝑣𝐻) 

 

𝑢𝐻
𝑗
はゾーン j に居住地選択した家計が獲得する効用関

数，𝑝𝑉
𝑗
は効用水準-支出水準変換係数(以降にて決定)，

𝛼𝐿𝐻
𝑗

, 𝛽𝐿𝐻
𝑗
は分配パラメータ(∑ αLH

j
= 1j ，∑ βLH

j
= 1j )，

𝛾𝐿𝐻は効率パラメータ，𝜎𝐿𝐻は代替弾力性パラメータ

である．式(10)と式(11)は，日本全国で家計が獲得す

る効用水準𝑣𝐻を一定とする制約下での支出最小化行

動により居住地 j で獲得(消費)する効用関数𝑢𝐻
𝑗
を決定

する問題である．これに，𝑣𝐻を代入することにより，

家計が居住地 j で獲得(消費)する効用水準𝑣𝐻
𝑗
が求めら

れる． 

 式(10)と式(11)を解くと𝑢𝐻
𝑗
が求められ，それに𝑢𝐻 =

𝑣𝐻を代入し，𝑣𝐻
𝑗
が以下のとおり得られる． 

 

𝑣𝐻
𝑗

=
1

𝛾𝐿𝐻(𝛽𝐿𝐻
𝑗

)
1−𝜎𝐿𝐻

(
𝛼𝐿𝐻

𝑗

𝑞𝑉
𝑗

)

𝜎𝐿𝐻

𝛹𝐿𝐻

𝜎𝐿𝐻
1−𝜎𝐿𝐻𝑣𝐻 (12)

 

 

ただし， 

      𝛹𝐿𝐻 = ∑(𝛼𝐿𝐻
𝑗

)
𝜎𝐿𝐻

(
𝑝𝑉

𝑗

𝛽𝐿𝐻
𝑗

)

1−𝜎𝐿𝐻

        
𝑗

 

 

式(12)を式(10)に代入すると，日本全国の支出水準𝑒𝐻

が以下のとおり得られる． 

 

𝑒𝐻 =
1

𝛾𝐿𝐻

𝛹𝐿𝐻

1
1−𝜎𝐿𝐻・𝑣𝐻 

= 𝑝𝑉・𝑣𝐻    (13) 

 

ただし，簡単化のため𝑝𝑉 =
1

𝛾𝐿𝐻
𝛹𝐿𝐻

1

1−𝜎𝐿𝐻とおき，こ

の𝑝𝑉を効用水準-支出水準変換係数と呼ぶことにする． 

式(13)で求められた𝑒𝐻は，日本全国の代表家計の支

出水準である．そして，この支出水準は，家計の所

得制約条件より日本全国の家計所得𝛺Ｈと一致する．

したがって，日本全国の家計水準は式(13)より，以下

のとおり求められる． 

 

 

 

図-2 家計の消費行動モデルツリー 

第 67 回土木計画学研究発表会・講演集

 4



 

𝑣𝐻 =
𝛺𝐻

𝑝𝑉

(14) 

 

日本全国の家計所得は，次項にて求められる地域 j の

家計所得の総和として求めることにする．ただし，

本論文では居住地選択行動モデルを検討しただけで，

本論文の計測結果に組み込めていないことに注意し

たい． 

 

(3) 家計の消費行動モデル 

続いて，居住地 j を選択した家計は，居住地 j にて

財消費を行う．その財消費行動モデルは，通常どお

り効用水準𝑣𝐻
𝑗
を一定とする制約下での支出最小化行

動により定式化される． 

 

𝑝𝑉
𝑗
𝑣𝐻

𝑗
= 𝑚𝑖𝑛

𝑧𝐻
𝑗
,𝑥𝑅𝐸𝐻

𝑗
,𝑙𝐻
𝑗
[𝑞𝐻

𝑗
𝑧𝐻

𝑗
+ 𝑝𝑅𝐸

𝑗
𝑥𝑅𝐸𝐻

𝑗
+ 𝑤𝑗𝑙𝐻

𝑗
] (15)

 

𝑠. 𝑡.  𝑣𝐻
𝑖 = 𝛾𝐻

𝑗

[
 
 
 
 
 
 
 

𝛼𝑍𝐻
𝑗

{𝛽𝑍𝐻
𝑗

𝑧𝐻
𝑗
}

𝜎𝐻
𝑗
−1

𝜎𝐻
𝑗

   

 + 𝛼𝑅𝐸𝐻

𝑗
{𝛽𝑅𝐸𝐻

𝑗
𝑥𝑅𝐸𝐻

𝑗
}

𝜎𝐻
𝑗
−1

𝜎𝐻
𝑗

+𝛼𝐿𝐻
𝑗

{𝛽𝐿𝐻
𝑗

𝑙𝐻
𝑗
}

𝜎𝐻
𝑗
−1

𝜎𝐻
𝑗

  ]
 
 
 
 
 
 
 

𝜎𝐻
𝑗

𝜎𝐻
𝑗
−1

(16)

 

 

ただし，𝑧𝐻
𝑗
, 𝑞𝐻

𝑗
は合成消費・サービス財投入量とその

価格，𝑥𝑅𝐸𝐻

𝑗
, 𝑝

𝑅𝐸

𝑗
は不動産サービス消費量と不動産サ

ービス価格，𝑙𝐻
𝑗
, 𝑤𝑗は余暇消費量と賃金率， 

𝛼𝑍𝐻
𝑗

, 𝛼𝑅𝐸𝐻

𝑗
, 𝛼𝐿𝐻

𝑗
と𝛽𝑍𝐻

𝑗
, 𝛽𝑅𝐸𝐻

𝑗
, 𝛽𝐿𝐻

𝑗
は分配パラメータ

(𝛼𝑍𝐻
𝑗

+ 𝛼𝑅𝐸𝐻

𝑗
+ 𝛼𝐿𝐻

𝑗
= 1，𝛽𝑍𝐻

𝑗
+ 𝛽𝑅𝐸𝐻

𝑗
+ 𝛽𝐿𝐻

𝑗
= 1) ，

𝛾𝐻
𝑗
は効率パラメータ，𝜎𝐻

𝑗
は代替弾力性パラメータで

ある． 

式(15)と式(16)を解くと，以下の需要関数が求められ

る． 

 

 

𝑧𝐻
𝑗

=
1

𝛾𝐻
𝑗
(𝛽𝑍𝐻

𝑗
)
1−𝜎𝐻

𝑗
(
𝛼𝑍𝐻

𝑗

𝑞𝐻
𝑗

)

𝜎𝐻
𝑗

𝛹𝐻
𝑗

𝜎𝐻
𝑗

1−𝜎𝐻
𝑗

・𝑣𝐻
𝑗 (17)

 

𝑥𝑅𝐸_𝐻
𝑗

=
1

𝛾𝐻
𝑗
(𝛽𝑅𝐸𝐻

𝑗
)
1−𝜎𝐻

𝑗
(
𝛼𝑅𝐸𝐻

𝑗

𝑝𝑅𝐸
𝑗

)

𝜎𝐻
𝑗

𝛹𝐻
𝑗

𝜎𝐻
𝑗

1−𝜎𝐻
𝑗

・𝑣𝐻
𝑗 (18)

 

𝑙𝐻
𝑗

=
1

𝛾𝐻
𝑗
(𝛽𝐿𝐻

𝑗
)
1−𝜎𝐻

𝑗
(
𝛼𝐿𝐻

𝑗

𝑤𝑗
)

𝜎𝐻
𝑗

𝛹𝐻
𝑗

𝜎𝐻
𝑗

1−𝜎𝐻
𝑗

・𝑣𝐻
𝑗 (19)

 

 

ただし， 

 

𝛹𝐻
𝑗
= (𝛼𝑍𝐻

𝑗
)
𝜎𝐻

𝑗

(
𝑞𝐻

𝑗

𝛽𝑍𝐻
𝑗

)

1−𝜎𝐻
𝑗

 

    + (𝛼𝑅𝐸𝐻

𝑗
)
𝜎𝐻

𝑗

(
𝑝𝑅𝐸

𝑗

𝛽𝑅𝐸𝐻

𝑗
)

1−𝜎𝐻
𝑗

 

  + (𝛼𝐿𝐻
𝑗

)
𝜎𝐻

𝑗

(
𝑤𝑗

𝛽𝐿𝐻
𝑗

)

1−𝜎𝐻
𝑗

 

 

式(17)，式(18)，式(19)を式(15)に代入すると，効用水準

―支出水準変換係数が得られる． 

 

𝑝𝑉
𝑗

=
1

𝛾𝐻
𝑗
𝛹𝐻

𝑗

1

1−𝜎𝐻
𝑗

(20)
 

 

式(15)の𝑝𝑉
𝑗
𝑣𝐻

𝑗
は，地域 j に居住する家計の支出水準で

ある．そして，この支出水準は，家計の所得制約条

件より地域 j の家計所得𝛺𝐻
𝑗
と一致する． 

 

(4) 運輸企業の行動モデル 

運輸サービス供給者である運輸企業の運輸サービ

ス生産行動モデルの枠組みは，企業の生産行動モデ

ルと全く同じである．ただし，OD 別の運輸サービス

を生産するとしている点と，交通政策が運輸企業の

生産行動に与える影響が評価できるようにモデル化

している点に差異がある． 

OD 別の運輸サービスを生産するという点に関して，

運輸サービス価格は以下のように得られる． 

 

𝑝𝐹𝑚
𝑗,𝑘

=
1

𝛾𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝛹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

1

1−𝜎𝐹𝑚
𝑗,𝑘

(21)
 

ただし， 

𝛹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

= (𝛼𝑍𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)
𝜎𝐹𝑚

𝑗,𝑘

(
𝑞𝑍𝐹𝑚

𝑗,𝑘

𝛽𝑍𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)

1−𝜎𝐹𝑚
𝑗,𝑘

 

      + (1 − 𝛼𝑍𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)
𝜎𝐹𝑚

𝑗,𝑘

(
𝑝𝑓𝑍𝐹𝑚

𝑗,𝑘

1 − 𝛽𝑍𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)

1−𝜎𝐹𝑚
𝑗,𝑘

 

 

𝑞𝑍𝐹𝑚
𝑗,𝑘

は貨物輸送サービスの価格，𝑝𝑓𝑍𝐸𝑚
𝑗,𝑘

は貨物運輸の

価格，𝛼𝑍𝐹𝑚
𝑗,𝑘

, 𝛽𝑍𝐹𝑚
𝑗,𝑘

は分配パラメータ，𝛾𝐹𝑚
𝑗,𝑘
は効率パラ

メータ，𝜎𝐹𝑚
𝑗,𝑘
は代替弾力性パラメータ，添字 j,kは地域

j から地域 k への貨物輸送サービス，添字 Fm は交通

機関別の貨物運輸を表す．以上より，本 SCGEモデル

では，運輸価格はOD別に導出されることになる． 

 交通政策が運輸企業の生産行動に与える影響に関

しては，運輸企業の労働と自動車などの輸送機械が
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主である資本を投入し，交通路を移動してものや人

を輸送するという運輸サービスを生産している．ま

ず，運輸企業の生産要素投入行動モデルにおいて，

生産技術制約となる合成生産要素関数が交通所要時

間と労働，資本に関してゼロ次同次性を有する合成

生産要素関数は以下のように表される．なお，ここ

でも貨物運輸Fm のモデル化を示す． 

 

𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

(𝑡𝐹𝑚
𝑗,𝑘

, 𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

, 𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

) = 𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

(𝜆𝑡𝐹𝑚
𝑗,𝑘

, 𝜆𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

, 𝜆𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

) (22) 

 

𝑡𝐹𝑚
𝑗,𝑘

は交通機関 Fm の地域 j-k 間の交通所要時間，

𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

, 𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘
は労働投入量，資本投入量である． 

 

式(22)の𝜆を以下のようにおく． 

 

𝜆 =
𝑡𝐹𝑚
𝑗,𝑘𝐴

𝑡𝐹𝑚
𝑗,𝑘

(23)
 

 

ただし，添字Aは交通整備なしを表す． 

式(23)を式(22)に代入すると，合成生産要素関数は以

下のようになる． 

 

𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

= 𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

(𝑒𝑓𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

× 𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

, 𝑒𝑓𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

× 𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

) (24) 

 

𝑒𝑓𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘：[

𝑡𝐹𝑚
𝑗,𝑘𝐴

𝑡𝐹𝑚
𝑗,𝑘 ]であり，運輸企業の生産要素投入の効

率性を表す指標と解釈できる． 

式(24)に従えば，運輸企業の労働，資本の投入量決定

モデルは以下のようになる． 

 

𝑝𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

= 𝑚𝑖𝑛
𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

,𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

[𝑤𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

+ 𝑟𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

]  (25)
 

𝑠. 𝑡.  𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘                

   = 𝛾𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

[
 
 
 
 
 
 
 
 
 𝛼𝐿𝐹𝑚

𝑗,𝑘        

{
𝛽𝐿𝐹𝑚

𝑗

𝑒𝑓𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

× 𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

}

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗

−1

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗

+(1 − 𝛼𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)   

{
(1 − 𝛽𝐿𝐹𝑚

𝑗
)

𝑒𝑓𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

× 𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

}

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗

−1

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗

]
 
 
 
 
 
 
 
 
 

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗

−1

(26)

 

 

式(25)と式(26)を解くと，以下の需要関数が得られる． 

 

 

 𝑙𝐹𝑚
𝑗,𝑘

=
1

𝛾𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

(𝛽𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝑒𝑓𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)
1−𝜎

𝐶𝐹𝑚
𝑗,𝑘   

  

 (
𝛼𝐿𝐹𝑚

𝑗,𝑘

𝑤𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝛹𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

1−𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

× 𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘 (27) 

𝑘𝐹𝑚
𝑗,𝑘

=
1

𝛾𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

({1 − 𝛽𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

}𝑒𝑓𝑓𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)
1−𝜎𝐶𝐹𝑚

𝑗,𝑘
 

  (
1 − 𝛼𝐿𝐹𝑚

𝑗,𝑘

𝑟𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝛹𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

1−𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

× 𝑐𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘 (28) 

ただし， 

𝛹𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

= (𝛼𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)
𝜎𝐶𝐹𝑚

𝑗,𝑘

(
𝑤𝐹𝑚

𝑗,𝑘

𝛽𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)

1−𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

 

  + (1 − 𝛼𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)
𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚

𝑗,𝑘

(
𝑟𝐹𝑚

𝑗,𝑘

{1 − 𝛽𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

}𝑒𝑓𝑓𝐿𝐹𝑚
𝑗,𝑘

)

1−𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

 

 

式(27)と式(28)を式(25)と式(26)に代入すると合成生産要

素価格が求められる． 

 

𝑝𝑓𝐹𝑚
𝑗,𝑘＝

1

𝛾𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

𝛹𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

1

1−𝜎𝐶𝐹𝐹𝑚
𝑗,𝑘

(29)
 

 

この合成生産要素価格が，OD 間交通所要時間に依存

して決定される生産要素投入効率性の関数となって

おり，本 SCGEモデルは，交通整備等の影響の一部は

この合成生産要素価格の変化から波及していく構造

となっている. 

 

 

5. 中部横断自動車道整備の評価結果 

 

(1) 交通所要時間の計測方法 

中部横断自動車道整備有無に対するゾーン間所要

時間の計測方法を述べる．まず，ArcGIS を用いて道

路ネットワークを構築した．各リンクに対し，道路

種別ごとの速度を設定し，リンク所要時間を求めた．

その上で，南部区間(増穂 IC-新清水 JCT)の整備有無と

北部区間(佐久小諸 JCT-長坂 JCT)の整備有無のそれぞ

れについて，最短経路探索によりゾーン間所要時間

を算出した．このゾーン間所要時間を用いて，SCGE

モデルによる分析を行った． 
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(2) 南部区間の交通量変化率と生産量変化率 

南部区間の開通により，目的地までの移動時間が

短縮されるため，運輸企業による物流の活性化や家 

計の時間費用節約による観光の活性化が考えられる．

SCGE 分析による交通量変化は，これらの活性化効果

を表す一つの指標である．下図は，旅客交通量変化

率と生産量変化率を表した図である．なお，料金抵

抗を考慮した一般化所要時間での分析を示している．

旅客交通量変化は，9 つの地域それぞれにどの程度の

交通量分布が発生したのかを表しており，生産量変

化では，産業ごとの各地域にどれほど生産増加が見

込まれるのかを表している． 

 旅客の場合，山梨県内の各地域から静岡への OD交

通量変化が非常に大きいことが分かった．また，静

岡から山梨県内各地への OD交通量変化もある程度増

加している． 

生産量の変化では，峡南地域に顕著な変化が見られ

た．交通量の変化率が大きい静岡だったが，生産量

の変化率はそれほど大きくなかった．峡南地域は，

元々の生産額が静岡と比べて少なく，そのため生産

変化率は大きくなったものと考えられる．一方，静

岡は，静岡県全体が一地域となっていることから，

静岡県全体では元々の生産額が大きく，そのため変

化率は大きくならなかったものと考えられる．  

 

(3) 北部区間の旅客交通量変化率と生産量変化率 

南部区間と同様に，北部区間の開通による旅客交

通量変化率や生産量変化率を図に示した．旅客の交

通量変化は，上田から山梨や静岡への OD交通量が非

常に大きい．また，山梨県内各地と静岡からは上田

へのOD交通量変化の大きいことが分かった． 

生産量変化率では，飲食料品や宿泊などの生産量

変化の大きいことが分かった．特に，北部区間の開

通によって，山梨県内各地での宿泊の増加が期待さ

れることが示唆された． 

 

 

 

 

 

図-3 南部区間の旅客交通量変化率 

 

 

 

図-4 南部区間の地域別産業別生産量変化率 
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(4) 便益計測 

ここでは，所要時間と高速道路の料金抵抗を考慮

した一般化所要時間により計測したそれぞれの便益

の結果を示す． 

一般化所要時間での南部区間の地域帰着便益は，

甲府都市圏 52.5(億円/年)，昭和町 7.6(億円/年)，南アル

プス 11.3(億円/年)，北杜・韮崎 11.5(億円/年)，東部・

富士北麓9.9(億円/年)，峡南16.5(億円/年)，静岡101.9(億

円/年)，東日本 25.9(億円/年)，西日本 37.8(億円/年)とい

う結果になった．年間あたりの地域帰着便益は，

274.8 億円となり，50 年換算の便益で計測すると，

6178億円であった． 

一般化所要時間での北部区間の地域帰着便益は，

甲府都市圏 39.1(億円/年)，南アルプス 7.1(億円/年)，北

杜・韮崎 7.7(億円/円)，峡東・東部・富士 17.6(億円/年)，

峡南2.0(億円/年)，静岡21.0(億円/年)，上田(長野)48.3(億

円/年)，東日本 57.3(億円/年)，西日本 97.0(億円/年)とい

う結果になった．年間あたりの地域帰着便益は 297.0

億円となり，50年換算の便益で計測すると，6678億円

であった． 

図から，南部区間と北部区間も同様に所要時間よ

りも一般化所要時間で計測した方が全体的に便益は

大きいことが分かった．これは，所要時間に高速道

路の料金抵抗を加味した分が上乗せされるため，便

益が大きくなった． 

また，一人当たり便益は南部区間では昭和町や峡

南，北部区間では上田や南アルプス，北杜・韮崎と

いった箇所に大きな便益が生じている．これは，中

部横断自動車道の沿線では，一人当たりでみた場合

に大きな便益を生む可能性があると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 北部区間の旅客交通量変化率 

 

 

 

図-6 北部区間の地域別産業別生産量変化率 
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6. おわりに 

 

本研究では，中部横断自動車道整備の経済評価を

南部区間と北部区間に分けて，料金抵抗を考慮した

上で，料金無料化の効果も含めて計測した．また，

居住地選択行動を定式化し，SCGE モデルに組み込む

ことも検討した． 

居住地選択行動では，家計が日本全体で獲得する

効用水準𝑣𝐻を，居住地 j で獲得(消費)する効用水準𝑣𝐻
𝑗

に配分する問題としてモデル化した．この細分化さ

れた効用水準を，従来の SCGEモデルに組み込むこと

により波及的効果を計測できるように検討した．た

だし，本研究の計測結果には，この点が考慮できて

いない．その計測は今後の課題としたい． 

料金抵抗を考慮した一般化所要時間は，高速道路

料金を貨物や旅客の時間価値でそれぞれ除し，それ

を所要時間に加えることにより求めた． 

料金抵抗を考慮した場合の便益は，料金抵抗を考

慮していない場合よりも，大きな便益を生むことが

分かった．料金抵抗を考慮した分析が必要であるこ

とが明らかにできた． 

北部区間の料金抵抗有無による便益差が非常に大

きい東日本，西日本には，中部横断自動車道沿線で

はない地域が多く含まれている．この結果から，目

的地までの長い距離を走行する貨物や旅客では，料

金抵抗が重要であり中部横断自動車道の無料区間は

費用が節約できるため，選択されやすいものと考え

られる．それに対して，中部横断自動車道沿線地域

では，料金抵抗の影響はそれほど大きくはなく，そ

れらの有無に対して便益が大きく変化する結果には

ならなかったものと思われる． 

今後の課題として，まず，居住地の選択行動モデ

ルを考慮した SCGEモデルにより数値計算を実施する

こと，また，本研究の料金設定が最適な設定であっ

たのか検討していくことが必要である． 
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